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第1章 母子家庭をめぐる
状況

第1章



1 急増する母子家庭等

我が国の年間離婚件数は、昭和39（1964）年以降毎年増加し、昭和58（1983）年をピークに

減少したが、平成３（1991）年から再び増加し、平成14（2002）年には、約29万組となり、過

去最高となった。平成15（2003）年の離婚件数は約28万６千組でやや減少するものと推計され

ている（厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」図表1－1－1）。家庭裁判所における

婚姻関係事件では、申立て（65,658件）の動機として多いものは、性格が合わない（31,835件、

48.5％）、異性関係（16,436件、25.0％）、暴力を振るう（15,158件、23.1％）である（最高裁判

所「司法統計年報」（平成14年）、申立ての動機は、申立人の言う動機のうち主なものを３個ま

で挙げる方法で調査し、重複集計したもの。）。

母子世帯数をみると、平成10（1998）年現在であるが954,900世帯と、5年前の789,900世帯に

対し、20.9％の増加となっている。母子世帯となった理由は、離婚（68.4％）、死別（18.7％）、

未婚時の出産（7.3％）等である（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」）。

母子家庭の増加により、児童扶養手当（第４章第1節参照）の受給者数も増加しており、平成

12（2000）年度末708,395人、平成13（2001）年度末759,197人、平成14（2002）年度末822,958人

（厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」図表1－1－2）であり、平成16（2004）

年１月末現在では、890,779人である（厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉行政報告例」）。

図表1-1-1　離婚件数の推移 
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」 
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2 母子家庭の収入の状況等

母子家庭の１世帯当たり平均所得金額は、243万５千円であり、世帯人員１人当たり平均所

得金額は94万円である。

一般世帯の１世帯当たり平均所得金額602万円、世帯人員１人当たり平均所得金額213万５千

円、高齢者世帯の１世帯当たり平均所得金額304万６千円、世帯人員１人当たり平均所得金額

195万３千円に比べ低い水準にとどまっている（厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基

礎調査」（平成14年）図表1－1－3）。

図表1-1-2　児童扶養手当受給者数の推移 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14
（年度末） 

児童扶養手当受給者数 

（万人） 

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」 
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母子家庭１世帯当たりの平均所得（243.5万円）の内訳をみると、その80.4％は「稼働所得」

（195.7万円）であり、13.2％は公的年金・恩給以外の社会保障給付金であり、この公的年金・

恩給以外の社会保障給付金の中には児童扶養手当も含まれている（厚生労働省大臣官房統計情

報部「国民生活基礎調査」（平成14年）図表1－1－4）。

図表1-1-4　母子家庭の所得構成 

稼働所得 
公的年金・恩給 
財産所得 
公的年金・恩給以外の社会保障給付金 
仕送り 
その他の所得 

195.7万円 

10.2万円 

1.3万円 32.1万円 

2.7万円 1.5万円 

母子世帯 
１世帯当たり 
平均所得金額 
243.5万円 
（100%)

（80.4%） 

（4.2%） 

（0.5%） （13.2%） 

（1.1%） （0.6%） 

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」（平成14年） 

図表1-1-3　１世帯当たり平均所得金額及び世帯人員１人当たり平均所得金額 

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」 
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母子家庭の母の84.9％が就業しており、就業している者のうち常用雇用者が50.7％、臨時・

パートは38.3％となっている（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」（平

成10年））。

平成15（2003）年における母子世帯の完全失業率は8.9％であり、前年に比べ、0.5％改善し

ているものの、一般世帯の完全失業率5.3％に比べ高い水準になっている（総務省統計局「労

働力調査」）。

3 暮らし向きについての意識

現在の暮らしについて、総合的にみてどのように感じているかをみると、「大変苦しい」

（40.9％）と「やや苦しい」（40.9％）をあわせると81.7％、「普通」が16.5％、「ややゆとりがあ

る」が1.7％である。

一般世帯や高齢者世帯と比べ、苦しいと感じている者の比率が高い（厚生労働省大臣官房統

計情報部「国民生活基礎調査」（平成14年）図表1－1－5）。

図表1-1-5　暮らし向きについての意識 
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」（平成14年） 
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1 母子及び寡婦福祉法等の改正

（1）経緯

近年、離婚の急増など母子家庭等をめぐる状況が変化する中で、母子家庭等の自立の促進を

図りながら、その児童の健全な成長を確保することが重要な課題となっている。

こうした状況を受けて、母子家庭等に対する生活支援策の充実、就業支援策の強化、扶養義

務の履行の確保、児童扶養手当制度の見直し等の措置を講ずることにより、総合的な母子家庭

の自立支援策を推進するため、「母子及び寡婦福祉法」、「児童扶養手当法」、「児童福祉法」及

び「社会福祉法」の改正を盛り込んだ「母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律案」が国

会に提出され、平成14（2002）年11月22日に成立し（平成14年法律第119号）、平成15（2003）

年４月１日から施行された。

（2）概要

改正法の概要は、次のとおりである。

①生活支援策の充実

母子家庭等が自立するためには、安心して子育てと仕事を両立できるよう支援することが重

要であることから、子育て短期支援（ショートステイ、トワイライトステイ）事業の法定化、

母子家庭等日常生活支援事業の拡充が行われるとともに、保育所の優先入所が規定された。

②就業支援策の充実

母子家庭の経済的な自立を図る上で、就業は大変重要なものであることから、今回の改正で

は、就業支援策について大幅な拡充が行われた。

具体的には、都道府県等において就業相談や職業能力の向上などを行うことを内容とする総

合的な就業支援事業や、母子家庭の母が教育訓練講座を受講した場合に授業料の一部を支給す

ることなどを内容とする母子家庭自立支援給付金事業が創設されるとともに、公共的施設にお

ける雇入れの促進等が規定された。

③養育費確保の推進

養育費の確保を推進するため、児童を監護しない親は養育費を支払うよう努めるべきこと、

児童を監護する親は養育費を確保できるよう努めるべきこと、国及び地方公共団体は養育費確

保のための環境整備に努めるべきことが規定された。

④児童扶養手当制度の見直し

児童扶養手当制度については、離婚直後の一定期間に重点的に給付することにより、離婚等

による生活の激変を一定の期間、緩和しつつ、母子家庭の自立を促進する制度に改める必要が
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あることから、３歳未満の児童を監護している場合や障害を有する場合など自立が困難な母子

家庭に配慮しながら、手当の受給期間が５年を超える場合には、それ以後、手当を一部減額す

る制度が導入された（この制度の導入により受給者が実際に一部減額されることとなるのは平

成20年度からである。）。

⑤国及び地方公共団体における総合的な自立支援体制の整備

母子家庭等の自立を図るためには、生活支援策、就業支援策、養育費の確保策、経済的支援

策を総合的、計画的に推進することが不可欠であることから、厚生労働大臣は、母子家庭及び

寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針（基本方針）を定めること、実際

に母子家庭等施策を実施する都道府県、市及び福祉事務所設置町村においても、基本方針に即

して、母子家庭及び寡婦自立促進計画を定めることができることが規定された。

2 母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法の制定

（1）経緯

前述のとおり、母子家庭の母については、生活支援策、就業支援策、養育費の確保策、経済

的支援策といった総合的な自立支援策を実施するために、母子及び寡婦福祉法などの関連法律

が改正され、児童扶養手当については、支給開始から一定期間を経過した場合等における一部

減額措置が導入されることとなった。こうした中で、その就業を確保することが従前にも増し

て強く求められているところであるが、我が国の昨今の経済情勢は非常に厳しく、子育てと生

計の維持を一人で担わなければならない母子家庭の母は、就業面で一層不利な状況に置かれて

おり、その生活も厳しいものとなっている。

こうした状況に対処するため、母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法が平成15

（2003）年７月17日に成立（平成15年法律第126号）し、平成15（2003）年８月11日から施行さ

れた。なお、同法は平成20（2008）年３月末までの時限立法となっている。

（2）概要

特別措置法の概要は、次のとおりである。

①母子家庭の母の就業支援策の充実

平成20（2008）年３月末までの期間（以下「対象期間」という。）に係る母子及び寡婦福祉

法の基本方針については、母子家庭の母の就業に関する状況を踏まえ、その就業の支援に特別

の配慮がなされたものとしなければならないこと、 厚生労働大臣及び関係行政機関の長は、

基本方針において母子家庭の母の就業の支援に関して講じようとする施策の充実が図られるよ

う、相互に連携を図りながら協力しなければならないこと、母子及び寡婦福祉法の自立促進計

画を策定する都道府県等は、対象期間に係る自立促進計画については、基本方針に即し、母子

家庭の母の就業の支援に特別の配慮がなされたものとしなければならないことが規定された。

第１章　母子家庭をめぐる状況
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②国会に対する報告等

政府は、国会に対し、対象期間に係る各年度における母子家庭の母の就業の支援に関して講

じようとする施策を明らかにした文書を提出するとともに、その実施状況を報告しなければな

らないことが規定された。

③母子福祉資金貸付金の貸付けに関する特別の配慮

政府は、対象期間に係る母子福祉資金貸付金の貸付けについて、母子家庭の母の就業が促進

されるように特別の配慮をして、貸付条件に関する政令を定めなければならないことが規定さ

れた。

④民間事業者に対する協力の要請

国は、民間事業者に対し、母子家庭の母の就業の促進を図るために必要な協力を求めるよう

に努めることが規定された。

⑤母子福祉団体等の受注機会の増大への配慮

母子家庭の母の就業を促進するに当たっては、母子福祉団体等が大きな役割を果たすことか

ら、国は、物品及び役務の調達の場合には、予算の適正な使用に留意しつつ、母子福祉団体そ

の他母子家庭の母の福祉を増進することを主たる目的とする社会福祉法人、民法法人又は特定

非営利活動法人であって、その受注に係る業務を行う者が主として母子家庭の母であるものの

受注の機会の増大が図られるように配慮することが規定された。

⑥地方公共団体の施策

母子家庭の母の就業支援について地方公共団体の果たす役割は極めて大きいことから、地方

公共団体は、④⑤の国の施策に準じて、母子家庭の母の就業の促進を図るために必要な施策を

講ずるように努めることが規定された。

第　 節 近時の立法措置2
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第2章 就業支援に関する
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平成14（2002）年11月の母子及び寡婦福祉法の改正に基づき、国として母子家庭及び寡婦の

生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針を策定した（平成15年３月策定、平成16

年２月一部改正）。これを受けて、都道府県等においても母子及び寡婦自立促進計画を策定し

ているところである（平成15年度は９地方公共団体が策定）。これらに基づき、平成15（2003）

年度においては、以下のような具体策を展開している。

1 就業相談・就職支援

母子家庭の経済的な自立を図る上で、就業支援は極めて重要である。全国の公共職業安定所

を通じて、年間５万人弱の母子家庭の母が就職しているが、これに加えて、平成15（2003）年

度からは、母子家庭の母の就業支援も含めた総合的支援を行うため、母子自立支援員の大幅増

員、地域の拠点としての母子家庭等就業・自立支援センターの設置・活用などを進めていると

ころである。

（1）母子自立支援員の配置

母子家庭の母等に対しては、離死別直後の精神的安定を図り、その自立に必要な情報提供、

相談等の支援を行うとともに、職業能力の向上や求職活動に関する支援を行うことが重要であ

る。このため、従来から都道府県に配置されていた母子相談員について、平成15（2003）年４

月に施行された改正母子及び寡婦福祉法により、母子相談員の名称を母子自立支援員に改める

とともに、配置が市及び福祉事務所設置町村にまで拡大され、業務についても職業能力の開発

の向上と求職活動に関する支援が追加された。これにより、母子自立支援員は、就業問題など

も含め母子家庭及び寡婦の抱えている問題を把握し、その解決に必要な助言及び情報提供を行

うなど、母子家庭の母の自立に向けた総合的な支援を行うことが期待されている。

さらに、母子自立支援員が十分にその役割を果たせるよう、全国研修会やブロックごとの研

修会を開催し、関連諸分野の専門家を講師として招くなどして、その資質の向上を図るととも

に、会議等を通じて適切な配置について依頼を行った。これにより、全国における母子自立支

援員の配置は、平成14（2002）年度には1,210名であったものが平成15（2003）年度には1,300

名と大幅に増加したところである（図表2－1－1）。

図表2-1-1　母子自立支援員の配置状況 

 
 

平成13年度 
 

平成14年度 
 

平成15年度 

常　勤 
 

367名 
 

368名 
 

436名 

非常勤 
 

835名 
 

842名 
 

864名 

計 
 

1,202名 
 

1,210名 
 

1,300名 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）各年度３月末現在。平成15（2003）年度については、平成15（2003）年12月末現在。 
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（2）母子家庭等就業・自立支援センター

①概要

母子家庭等就業・自立支援センターは、母子家庭の母に対する就業相談、就業支援講習会の

実施、就業情報の提供等一貫した就業支援サービスを提供するため、平成15（2003）年度より

新たに創設された事業である。

実施主体は地方公共団体（都道府県、指定都市及び中核市）であり、国と地方公共団体が2

分の１ずつ費用を負担している。

また、本事業は、母子福祉団体、社会福祉協議会等に委託して実施することができることと

されている。

母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施状況は次のとおりである（図表2－1－2）。

②就業相談、就業促進活動

母子家庭の母等の就業相談に応じ、家庭の状況、職業能力の適性、職業訓練の必要性等を踏

まえ、就業への意欲形成、事業を経営する上での問題等について適切な助言を行うとともに、

求人情報等を提供している。また、就業に係る巡回相談を行うとともに、地域の企業の母子家

庭の母に対する理解と協力を得つつ、求人を開拓する就業促進活動を行っている。

就業相談の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－3）。

図表2-1-3　就業相談の実施状況 

 
 
 

相談件数 
 
 
 
 

9,435件 

相談延べ人数 就業実績（延べ数） 

内　訳 総　数 
 
 
 

765人 

常勤 
 

216人 

非常勤・パート 
 

535人 

自営業・その他 
 

14人 

総　数 
 
 
 

8,395人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から12月までの実績である。 

図表2-1-2　母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

39か所 
 

83.0％ 

指定都市（13） 
 

8か所 
 

61.5％ 

中核市（35） 
 

11か所 
 

31.4％ 

合計（95） 
 

58か所 
 

61.1%

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成16（2004）年1月現在のものである。 
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③就業支援講習会等事業

母子家庭の母等については、就業経験がない者、専業主婦であった期間が長く再就職に不安

がある者、転職希望はあるが仕事と家庭の両立に不安を抱えている者、就業に際して必要な技

能の習得やよりよい仕事に就くためのキャリアアップを望む者、起業するためのノウハウの習

得を望む者など、様々なニーズが考えられる。

そこで、地域の様々なニーズに応じて、仕事に結びつく可能性の高い能力や資格を習得する

ための就業支援講習会を開催しており、その実施状況は次のとおりである（図表2－1－4）。

④就業情報提供事業

講習会修了者等の求職活動を支援するため、公共職業安定所等職業紹介機関と連携しつつ、

母子家庭等就業支援バンクを開設し、母子家庭の母等の希望する雇用条件等を登録し、希望に

応じた求人情報を登録された母子家庭の母等に適宜提供するとともに、インターネット等を活

用した情報提供、電子メールによる相談、企業等への雇用を促進するための啓発活動なども行

っている。

就業情報提供事業の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－5）。

図表2-1-5　就業情報提供事業の実施状況 

 
 
 

情報提供 
延べ件数 
 
 
 

4,457件 

 
 
 

情報提供者 
延べ人数 
 
 
 

2,888人 

就業支援バンク 
登録延べ人数 

就業実績（延べ数） 

内　訳 総　数 
 
 
 

319人 

総　数 
 
 
 

1,666人 

常勤 
 

74人 

非常勤・パート 
 

235人 

自営業・その他 
 

10人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から12月までの実績である。 

図表2-1-4　就業支援講習会の実施状況 

就業実績（延べ数） 

内　訳 総数 
 
 
 

400人 

常勤 
 

99人 

非常勤・パート 
 

232人 

自営業・その他
（不明含む） 

 
69人 

受講者数（延べ数） 

内　訳 総数 
 
 
 

9,083人 

有業者 
 

6,219人 

無業者 
 

2,457人 

不明 
 

407人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から12月までの実績である。 
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コラ
ム1

コラ
ム1

⑤特別相談事業

母子家庭の生活の安定と児童の福祉の増進を図るため、養育費の取決めなど生活に密着した

様々な法律・経済的問題等について、弁護士等の専門家による相談事業を実施している。

特別相談事業の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－6）。

⑥母子家庭等就業・自立支援センター事業等への評価

母子家庭等就業・自立支援センターの活動により、就業に結びついたことが明らかなものは、

延べ1,484人（平成15年４月から12月までの就業相談事業、就業支援講習会等事業及び就業情

報提供事業の実績の計、地方公共団体把握分に限る）である。

母子家庭等就業・自立支援センターの就業実績については、延べ173名の就業実績を挙げた

センターなど、延べ100名以上の実績を挙げるセンターがある反面、就業実績を挙げられてい

ないセンターもある。

母子家庭等就業・自立支援センター事業を始め、自立支援事業が制度として定着しつつある

一方で、地方公共団体の取組みについては精粗が見られる。就業支援について、地方公共団体

に一層積極的に取り組んでいただく必要があり、地方公共団体のインセンティブを高めるよう

努めていく。

～大阪市における母子家庭の母への就業支援施策について～
大阪市では、平成14（2002）年度、児童扶養手当受給資格者数は28,622人にのぼり、5

年前の平成９（1997）年度の20,760人と比べ7,862人の増加となっている。また、平成14

（2002）年に離婚件数が8,333組、離婚率3.18（人口１千人当たりの離婚件数）となり過去

最高となった（厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」平成14年）。

このように、母子家庭の急増と不況による厳しい雇用情勢を踏まえて、大阪市では、

平成15（2003）年度から、母子家庭等就業・自立支援センター事業を開始し、これを中

心に母子家庭の母への就業支援策の充実を図っている。

平成15（2003）年度における大阪市母子家庭等就業・自立支援センター事業は大阪市

の母子福祉団体である（社）大阪市母と子の共励会に委託して実施しており、就業相談

員として、市のOB、ハローワークのOB、母子福祉団体の母子部役員、民間企業出身者

等が、それぞれのキャリアを活かし、日々の就業相談に従事している。

また、平成15（2003）年10月から、市内24区の区役所内の保健福祉センター地域保健

図表2-1-6　特別相談事業の実施状況 

相　談　内　容 

相談延べ件数 

法律問題 
養育費 
（取決め） 

 
 

299件 

養育費 
（履行確保） 

 
 

95件 

子育て・ 
生活支援 
 
 

189件 

 
その他 
 
 

138件 

 
 

総　数 
 
 
 

1,802件 

経済的相談 
 

526件 

その他 
 

555件 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から12月までの実績である。 
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コラ
ム2

福祉課（母子寡婦福祉業務担当課）への就業相談員の定例出張（各区月１回）を開始し、

地域でのより身近な相談を実施するとともに、地域保健福祉課の母子自立支援員との連

携を促進している。

さらに、就業相談員は求人開拓を行う就業支援員を兼務している。本市担当課と母子

家庭等就業・自立支援センター就業相談員が連携し、公益法人等を訪問し雇用先の開拓

を行っている。

～大阪府における母子家庭等就業・自立支援センター事業の取組み～
大阪府においては、母子家庭の生活全般を支援する大阪府母子福祉センター（大阪市

中央区）を運営する（社福）大阪府母子寡婦福祉連合会に委託する形で、母子家庭の母

等の就業支援に当たる「就業支援センター」を開設し、平成14（2002）年７月から就業

に関する専門の相談員を配置して相談に応じるなど、様々な就業支援に関する取組みを

行ってきた。また、平成15（2003）年４月からは、事業の本格実施に伴い、母子家庭の

母の総合相談窓口である母子自立支援員のスキルアップ研修等を担う（社福）大阪府総

合福祉協会、母子家庭雇用の啓発や雇用協力企業の発掘等求人情報の収集を担う（社）

おおさか人材雇用開発人権センターを新たに委託先に加え、母子家庭に対する就業支援

策を強化している。

相談者も平成14（2002）年度モデル実施時88人に比べ、平成15（2003）年度は平成16

（2004）年１月末現在で328人と増加しており、仕事を探す母子家庭の母等の相談に応じ助

言したほか、各種技能講習への誘導や求人情報の提供など求職活動の支援を行ってきた。

また、就業支援を進めるには、母子家庭等就業・自立支援センターが現場のニーズをく

み上げることが必要である。このため、府児童家庭室においても、平成15（2003）年度か

ら就業支援を柱として再編成した「母子家庭の自立を支援する連絡調整会議」を府内５つ

のブロック単位毎に開催しており、ハローワーク、母子自立支援員、地域就労支援センタ

ーコーディネーター、母子生活支援施設職員、母子家庭等就業・自立支援センター相談員

等、母子家庭の就業に携わる者が参加し、情報や意見を交換する場としている。

～富山県と富山市における母子家庭等就業・自立支援センター事業の取組み～
富山県と富山市（中核市）は、平成15（2003）年10月より、母子家庭等就業・自立支

援センターを共同して設置しており（費用については、国が２分の１を負担し、富山県

が３分の１を負担し、富山市が６分の１を負担している。）、その運営は（財）富山県母

子寡婦福祉連合会へ委託している。同母子家庭等就業・自立支援センターには、就業相

談や求人情報の提供を行う就業相談員を１名（無料職業紹介所責任者講習会受講者）、求

人開拓のための地域企業の訪問等を行う就労支援員を５名配置しており、日々母子家庭

の自立に向けて就業支援を行っている。

母子家庭の母の就業支援に関する施策1
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（3）公共職業安定所における職業相談、職業指導

公共職業安定所においては、寡婦等職業相談員を配置するなど、母子家庭の母を含め、就職

を望む者に対し、きめ細かな職業相談及び職業紹介を実施し就職の促進を図っている。

母子家庭の母について、平成14（2002）年度の新規求職申込件数は124,879件、紹介件数は

183,205件、就職件数は46,334件である（図表2－1－7）。

2 職業能力開発

母子家庭の母については、婚姻中、離職していたことにより職業能力が低下していたり、就

業していても母子のみで自立した生活を確保するに足る収入を得るだけの職業能力に欠ける場

合も多い。このため、地方公共団体における自立支援施策の実施の推進を図るため、平成15

（2003）年度からは、従来の公共職業訓練に加えて母子家庭の母を対象に自立支援教育訓練給

付金、高等技能訓練促進費を創設している。

（1）自立支援教育訓練給付金

母子家庭の自立を促進するためには、母子家庭の母の主体的な能力開発の取組みを支援する

必要がある。

このため、平成15（2003）年度から新たに、雇用保険の教育訓練給付の受給資格を有してい

ない母子家庭の母が教育訓練講座を受講し、修了した場合、当該母子家庭の母に対し経費の

40％（20万円を上限とする）を支給する自立支援教育訓練給付金事業を実施している。

図表2-1-7　母子家庭の母の職業紹介状況 

資料：厚生労働省職業安定局調べ 
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実施主体は、地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用について

は、国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

また、対象となる教育訓練講座は、①雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座、②

（財）21世紀職業財団の再就職希望登録者支援事業の指定教育訓練講座、③別に定める就業に

結びつく可能性の高い講座、④その他上記に準じ都道府県等の長が地域の実情に応じて国に協

議して対象とする講座、となっている。

自立支援教育訓練給付金事業の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－8）。

図表2－1－8も示すように、自立支援教育訓練給付金事業については、平成15（2003）年度

においては、事業開始初年度ということもあり、地方公共団体における予算措置がなされなか

ったり、予算化されている地域においても、制度の存在や対象講座の状況について周知が十分

には進んでいない状況にある。

このため、母子家庭の母が自立支援教育訓練給付金をより積極的に活用できるよう、国にお

いては、全国都道府県会議や母子福祉団体、教育訓練施設を通じた働きかけを行っているとこ

ろである。

また、平成16（2004）年3月には、母子家庭の母に事業の内容が一層周知されるよう、児童

扶養手当の申請・相談受付時や児童扶養手当の現況届の用紙を母子家庭の母に送付する際に、

併せて、自立支援教育訓練給付金事業などの就労支援事業の内容等を母子家庭の母に周知して

いくよう、都道府県、市等に助言したところである。

さらに、厚生労働省のホームページ上に、自立支援教育訓練給付金事業や母子家庭等就業・

自立支援センター事業の内容等を紹介したところである。

（2）高等技能訓練促進費

介護福祉士、保育士などの資格は、母子家庭の母の就職の促進に効果が高く、取得促進が求

められているが、他方、これらの資格の取得を目的とする養成機関においては、一定期間、昼

間に授業を受けることが多いため、生計の担い手でありその収入が途絶えると生活を維持する

ことが難しくなる母子家庭の母にとっては受講が難しい状況にある。

こうしたことから、母子家庭の母の受講期間中の生活の不安を解消し、安定した修業環境を

提供するために、平成15（2003）年度から新たに、保育士等の養成機関で２年以上修業する場

合に一定期間（修業期間の最後の３分の１の期間（12か月を上限とする。））高等技能訓練促進

図表2-1-8　自立支援教育訓練給付金事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

35か所 
 

74.5％ 

指定都市（13） 
 

1か所 
 

7.7％ 

中核市（35） 
 

6か所 
 

17.1％ 

一般市等（658） 
 

116か所 
 

17.6％ 

合計（753） 
 

158か所 
 

21.0％ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）１．数字は平成16（2004）年1月現在のものである。 
　　  ２．「一般市等」とは、市（指定都市及び中核市を除く。）、特別区及び福祉事務所設置町村のことである（以下同じ。）。 
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費（月額10万３千円）を支給する高等技能訓練促進費事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用については、

国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

高等技能訓練促進費事業の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－9）。

（3）公共職業訓練の実施

母子家庭の母等の就職を支援するため、訓練の受講を希望する者に対しては、無料で公共職

業訓練の受講についてあっせんすることとし、さらに、昭和52（1977）年度から雇用保険受給

資格者以外の母子家庭の母が公共職業安定所長の指示により公共職業訓練を受講する場合に

は、雇用対策法に基づく訓練手当を支給（都道府県が支給し、国がその２分の１の額を負担）

してきたところである（平成14年度においては807人の母子家庭の母に対して支給。厚生労働

省職業能力開発局調べ）。

（4）保育士資格の取得

保育士資格については、近年、児童福祉法に基づく国家資格として位置づけられ（平成15年

11月29日施行）、この結果、保育士に対する社会的信用が高まり、保育士資格の取得を希望す

る者が増加する状況にある。

このような中、母子家庭等の就労を支援する観点から、平成15（2003）年度より、配偶者の

ない女子で現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない女子として児童を扶養していたこと

のある者について

① 指定保育士養成施設において必修となっている保育実習について、家庭的保育事業（「特

別保育事業の実施について」（平成12年3月29日児発第247号各都道府県知事、政令指定都市

市長、中核市市長宛厚生省児童家庭局長通知）に規定する事業）に補助者として従事してい

る者又は従事したことのある者に対して、実習の一部を免除できる

② 保育士試験の受験資格に、家庭的保育事業に補助者として従事している又は従事した実務

経験を換算できることとし、高等学校等を卒業した者は２年、義務教育課程を卒業した者は

5年の従事経験があれば試験を受験できる

こととし、母子家庭の母等が保育士資格を取得しやすい環境を整えたところである。

図表2-1-9　高等技能訓練促進費事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

29か所 
 

61.7％ 

指定都市（13） 
 

1か所 
 

7.7％ 

中核市（35） 
 

6か所 
 

17.1％ 

一般市等（658） 
 

91か所 
 

13.8％ 

合計（753） 
 

127か所 
 

16.9％ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成16（2004）年1月現在のものである。 
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3 雇用・就業機会の増大

母子家庭の母については、就業に当たって子育てと両立できることが求められる一方で、母

子のみで自立できる収入の確保が必要となることから、一般的に通常の求職者よりその就職条

件は難しい。このため、前述のような就職支援、能力開発支援に加えて、母子家庭の母の雇

用・就業機会の増大に資する方策として、特定求職者雇用開発助成金の活用や母子福祉団体等

への事業発注などを促しているところである。

（1）特定求職者雇用開発助成金

母子家庭の母等就職が特に困難な者の雇用機会の増大を図るため、これらの者を公共職業安

定所又は職業紹介事業者の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対

し、特定求職者雇用開発助成金（賃金相当額の４分の１（中小企業事業主は３分の１）を雇入

れ後６か月ごとに２回）を支給している。平成15（2003）年度は、母子家庭の母等を継続して

雇用する事業主に対して、20,267件、約53億円を支給した。

（2）常用雇用転換奨励金

母子家庭の母は、生計の担い手であり、就労意欲が高く、安定した仕事に就くことを望んで

いるが、一方、仕事の経験が乏しいことから、技能習得が不十分であったり、子どもの養育等

のために就ける仕事に制限があるなど、よりよい仕事が得にくい状況にある。

こうしたことから、平成15（2003）年度から新たに、非常勤職員等で雇用された母子家庭の

母に対し必要な研修・訓練を実施した後、常用雇用に移行し、一定期間経過した場合には、事

業主に対し奨励金（母子家庭の母１人当たり30万円）を支給する常用雇用転換奨励金事業を実

施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用については、

国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

常用雇用転換奨励金事業の実施状況は、次のとおりである（図表2－1－10）。

（3）トライアル雇用奨励金

母子家庭の母等は、子どもの養育と仕事の両立のため求職活動が制限されてしまうこと、未

就職期間が長いため就労能力への不安を有すること等により就職が困難な状況にある。このた

め、母子家庭の母等がその家庭環境、適性・能力にふさわしい職業に就くことができるよう、

国は、求人者と求職者が相互に理解を深めるための試行雇用（トライアル雇用）制度（月額５

図表2-1-10　常用雇用転換奨励金事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

19か所 
 

40.4％ 

指定都市（13） 
 

1か所 
 

7.7％ 

中核市（35） 
 

2か所 
 

5.7％ 

一般市等（658） 
 

56か所 
 

8.5％ 

合計（753） 
 

78か所 
 

10.4％ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成16（2004）年1月現在のものである。 
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万円（最大３か月）を事業主に支給）を母子家庭の母等に対しても実施し、早期就職の促進を

図っている。平成15（2003）年度の母子家庭の母等のトライアル雇用開始者は、175人となっ

ている。

（4）たばこ事業法の許可基準の特例

たばこの小売販売業の許可に当たっては、母子及び寡婦福祉法第26条及び第34条に基づき、

配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの及び寡婦に該当する者については、許可基準

の特例として、大蔵省告示（平成10年大蔵省告示第74号）２（1）に基づいて、同告示１の距離

基準（図表2－1－11）を緩和した距離（距離基準に100分の80を乗じて得た距離）を適用してい

るところであり、平成14（2002）年度において、当該特例を適用して65件の新規許可を行った。

なお、平成10（1998）年度以降、当該特例を適用した新規の許可件数は、図表2－1－12のと

おりである。

（5）母子福祉団体等への事業発注の推進

母子家庭の母の就業機会の増大を図るためには、母子福祉団体等母子家庭の母の福祉の増進

を主たる目的とする団体の受注機会を増大させることも有効である。

このため、国においても、地方公共団体に対し、母子家庭施策担当者の全国会議等を通じて、

母子福祉団体等の事業受注の機会の増大が図られるよう配慮するという、母子家庭の母の就業

の支援に関する特別措置法の趣旨について周知を図ったところである。

母子福祉団体等への事業発注については、平成15（2003）年４月から平成15（2003）年12月

までの期間内に、清掃業務の委託が９地方公共団体、売店等物品販売が14地方公共団体、自動

販売機の設置が34地方公共団体で、それぞれ発注されている。

また、35地方公共団体において、「母子家庭等就業・自立支援センター事業」が母子福祉団

図表2-1-12　母子及び寡婦に対する特例を適用した新規許可状況 

 
 

許可件数 

平成10年度 
 

66件 

平成11年度 
 

92件 

平成12年度 
 

78件 

平成13年度 
 

78件 

平成14年度 
 

65件 

資料：財務省理財局調べ 

図表2-1-11　通常の距離基準（平成10年大蔵省告示第74号） 

環境区分 
地域区分 
 
指定都市 
 
市制施行地 
 
町村制施行地 

繁華街 
（Ａ） 
 
25 
 
50 
 
－ 

繁華街 
（Ｂ） 
 
50 
 
100 
 
－ 

市街地 
 
 
100 
 
150 
 
150

住宅地 
（Ａ） 
 
200 
 
200 
 
200

合計（753） 
（Ｂ） 
 
300 
 
300 
 
300

（注）母子及び寡婦に対する特例は、上記距離に100分の80を乗じた距離を適用する。 

（単位：m） 
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体へ委託されている。

さらに、厚生労働省からの委託を受け、（財）全国母子寡婦福祉団体協議会において、寡婦

等労災年金受給者及びその家族に対し生活上の諸問題について助言、指導を行っている。

（6）特定事業推進モデル事業

母子家庭の自立を促進するためには、母子家庭の置かれた状況の特殊性を考慮した新たな就

業支援施策の構築を推進する必要がある。

このため、平成15（2003）年度から新たに、母子家庭の新たな就業の機会を創出するなど、

地域の実情に応じた先駆的な事業をモデル的に実施し評価検討を行った上、推奨すべき事例と

認められた場合には全国的な普及展開を図る特定事業推進モデル事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県及び市町村）であり、費用については、国と地方公共団

体が２分の１ずつ負担している。

平成15（2003）年度においては、松山市がNPO法人あごらに委託して本事業を実施してお

り、松山市の母子家庭の母からモニターを公募するなどして、インターネット網を活用した在

宅就労モデルの実証実験を行った。

4 行政機関等における雇用促進の取組み

母子家庭の就業支援施策の充実、円滑な実施を図るためには、関係部局間、省庁間の連携、

協力や行政機関自らにおける職場開発等が重要であるため、平成15（2003）年度から、新たに

厚生労働省母子家庭雇用促進チームによる会合や母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連

絡課長会議を開催するなどしている。

（1）厚生労働省母子家庭雇用促進チームにおける検討

厚生労働省においては、母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律の成立を踏まえ、母子

家庭の就業支援策を着実かつ効果的に実施し、母子家庭の雇用が促進されるよう、必要な企画

及び調整を行うため、厚生労働省内において、大臣官房審議官（雇用均等・児童家庭局担当）

を座長とし、大臣官房人事課、同地方課、健康局国立病院部、労働基準局、職業安定局、職業

能力開発局、雇用均等・児童家庭局、社会・援護局、社会・援護局障害保健福祉部、老健局及

び社会保険庁総務部の関係課長を構成員とする母子家庭雇用促進チームによる会合を開催した。

同チームは、平成15（2003）年５月19日の第１回会合以来、母子家庭のための職場開発や母

子家庭の雇入れ促進について検討を行い、平成15（2003）年10月30日に「母子家庭の雇用促進

に向けた当面の取組」をとりまとめたところである。

当面の取組においては、第一に民間企業団体等へ協力の要請を行うこととし、具体的には、

厚生労働省本省から（社）日本経済団体連合会等の経済団体に対し、母子家庭の母の採用に関

する要請を行うとともに、都道府県労働局においても、地域の事業主団体に対し、母子家庭の

母の採用に関する要請を行ったところである。

加えて、事業者向けリーフレットを30万部作成し、様々な事務手続の機会をとらえ、民間事

業者に対し母子家庭の母の雇用について協力を要請しているところである（図表2－1－13）。
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図表2-1-13
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第二に、厚生労働省本省、地方支部局及び付属機関の非常勤職員の求人情報を母子家庭等就

業・自立支援センターへ提供することとしたところである。

第三に、公益法人、社会福祉施設等に対し、職員（非常勤を含む）の求人情報を母子家庭等

就業・自立支援センターへ提供するよう要請することとしたところである。

加えて、地方公共団体に対しても、非常勤職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援セン

ターへ提供するよう要請したところである。

第四に、平成15（2003）年６月13日の職業安定法の改正により、地方公共団体の実施する無

料職業紹介事業が届出により実施できることとなったことに伴い、母子家庭等就業・自立支援

センターの担い手である地方公共団体、母子福祉団体等に対し、無料職業紹介を実施するよう

働きかけるため、関連する情報を通知等により提供することとしたところである。

第五に、母子家庭等就業・自立支援センターに対し、母子家庭の就業促進につながるような

各種施策の情報を提供することとしたところである。

第六に、母子家庭等就業・自立支援センター事業における就業実績の分析を行い、就業者数

の増加に資する研究を実施することとしたところである。

（2）母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議における検討　

「母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律」及び「母子家庭の母の就業の支援に関する

特別措置法」を踏まえ、母子家庭の母の就業支援に関する施策を着実かつ効果的に実施し、母

子家庭の母の雇用が促進されるよう、政府全体として、必要な企画及び調整を行うため、内閣

官房、人事院、内閣府、金融庁、警察庁、宮内庁、防衛庁、総務省、公正取引委員会、公害等

調整委員会、法務省、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

環境省、会計検査院、厚生労働省の20省庁により構成される母子家庭の母の就業支援に関する

関係省庁連絡課長会議を開催した。

同会議は、平成16（2004）年１月９日の開催以来、母子家庭の母の就業支援に関する施策を

着実かつ効果的に実施するための具体的対応について検討を行い、同年３月３日に、「国の機

関の非常勤職員を公募する場合に、その求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供

するとともに公益法人等に職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供するこ

とを要請するなど、母子家庭の母の就業の促進に配慮する。」旨、申し合わせたところである。

～民間企業における取組みについて～
クリーニングチェーンを展開する株式会社Ｋは、NPO法人ウインクの助言を得て、直

営店10店のうち３店で、母子家庭の母とオーナー契約を結んでいる。営業権利渡金の免

除など、金銭面で優遇する他、年収300万円を最低保障している。また、店内にはキッズ

ルームを設置しており、仕事中は、ここで自分の子どもを遊ばせることも可能である。

さらには、本部スタッフによる住居探しのサポートもしている。

同社の社長によると「母子家庭の母は家族を養っているので責任感が強く、接客態度

や売上に反映される」とのことである。
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第　 節 母子家庭の母の就業に資する施策2
第２節においては、母子家庭の母の就業支援を直接の目的とする施策のみならず、女性一般

の支援を目的とする施策など、結果として、母子家庭の母の就業に資する施策についてもその

実施状況を紹介する。

1 女性のチャレンジ支援策の推進

（1）女性のチャレンジ支援策の推進

男女がともに個性と能力を十分に発揮できる活力ある社会の構築に向け、男女共同参画会議

（内閣官房長官を議長として、有識者及び各省大臣等により構成。内閣府に設置）では、「女性

のチャレンジ支援策」について調査審議を行い、平成15（2003）年４月に内閣総理大臣及び関

係各大臣に対する意見を決定した。

この意見においては、雇用、起業、NPO、農林水産、研究、各種団体、地域、行政等及び

国際分野における様々な支援策を盛り込むとともに、各分野に共通する主な支援策として、以

下の２つを掲げている（図表2－2－1）。

①女性が活躍できるよう、ポジティブ・アクションを推進

国際的指標であるジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）や政策・方針決定過程にお

ける女性の参画状況をみると、日本女性の活躍度は極めて低い。このため、国連ナイロビ将来

戦略勧告で示された国際的な目標である30％の目標数値や諸外国の状況を踏まえ、社会のあら

ゆる分野において、平成32（2020）年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも

30％程度になるよう期待し、各分野においてそれぞれ目標数値と達成期限を定めた自主的な取

組みが進められることを奨励する。

②身近なチャレンジの推進

再就職したい、キャリアアップしたい、起業したい、NPO法人を設立したいなどと様々な

分野にチャレンジしたいと考える女性がいつでもどこでも誰でも、欲しい情報を関連機関の垣

根を越えて効率的に入手できるよう、関連情報のワンストップ・サービス化、ネットワーク化

を推進する。

これを受けて、同年６月の男女共同参画推進本部（内閣総理大臣を本部長として、各省大臣

等により構成。内閣に設置）では、「女性のチャレンジ支援策の推進について」を決定し、政

府が民間に先行して積極的に女性の登用等に取り組むことや、女性のチャレンジ支援のための

ネットワーク形成を推進していくことについて、政府全体で取り組むこととした。

平成15（2003）年度においては、チャレンジ支援ネットワーク検討会を開催し、女性のチャ

レンジ支援のための効率的な情報提供システムのあり方について検討し、「チャレンジ・サイ

ト」（http://www.gender.go.jp/e-challenge/）を構築したほか、チャレンジの具体的なイメー



第　 節 母子家庭の母の就業に資する施策2

24

２
章
２
章

ジを持つことができるよう身近なチャレンジのモデルを提供する「チャレンジ・キャンペーン」

を地方公共団体、大学等と協力して実施した。

また、「女性のチャレンジ支援策」においては、個別分野の支援策として、出産・子育てな

どによりいったん仕事を辞めた女性の再チャレンジに対する支援策が盛り込まれた。特に、生

活面で不安を抱えている母子家庭の母に対するチャレンジ支援策として、平成14（2002）年11

月の母子及び寡婦福祉法等の改正等を踏まえ、母子家庭の母に対する具体的な就業支援策を一

層推進することとされた。その他、再就職を望む女性を勇気付けるために再チャレンジの良い

モデルを示すことや、就業につながるような再教育・再訓練の充実、年齢にかかわりなく意欲

と能力のある労働者が活躍できる環境の実現に取り組むこととされた。

図表2-2-1　暮らしの構造改革 

チャレンジ支援策の必要性・緊急性 

基本的考え方 

・　様々な分野における支援策の方向 

意欲と能力がある女性 

が活躍できる職場づくり 

女性管理職 

女性起業家 

支援 

活動しやすい 

環境を 

目標設定・意識啓発 

経営能力向上支援 

・　全体の方向 

～いつでも、どこでも、誰でもチャレンジできる～ 

男女がともに個性と能力を十分に発揮できる社会へ 

ポジティブ・アクション 
研究会（H15～16年） 

チャレンジ  キャンペーン  2003 
チャレンジ応援隊（H15年） 
チャレンジ大賞創設を検討 

※ ポジティブ・アクション 
社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に係る男女間の格差改善のため必要な範囲内において、 
男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること 

2020年までに 

30％ 

雇　用 起　業 

目標設定 

能力評価徹底 

研　究 
目標設定 

取組策定 

各種団体 
まちづくり 

参加支援 

地　域 
積極的な 

登用・採用 

行　政 
国際機関・国際 

交流での活躍 

国　際 

NPO 農　業 

★ポジティブ・アクション 
の検討 

★ポジティブ・アクション 
の推奨 

★チャレンジネットワークの形成 
★モデルを分かりやすく提示 

割合を 
 少なくとも 
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（2）女性のチャレンジ支援のためのその他の取組み

農山漁村の維持・活性化に大きく貢献している女性について、女性自らの意思による農業経

営への参画を促進するため、農林水産省においては、女性のライフステージにあわせた研修、

ホームページ等による様々な情報提供等を総合的に実施している。

また、すべての起業する女性を支援するため、経済産業省においては、中小企業金融公庫及

び国民生活金融公庫を通じた、優遇金利適用や担保徴求免除の特例等を旨とする融資制度によ

り、女性による開業・創業の支援を行っている。

2 男女の均等な機会の確保対策の推進

働く女性が性別により差別されることなく、その能力を十分発揮できる職場環境を整備する

ため、以下の施策等を実施している。

（1）均等取扱いのための行政指導等の実施

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「男女雇用機会

均等法」という。）を一層定着させ、男女の均等取扱い等の確保を図るため、労使を始め関係

者に対し、男女雇用機会均等月間を中心に広報啓発活動を実施している。また、男女差別的な

取扱いをしている企業に対して、都道府県労働局長の助言、指導、勧告により男女雇用機会均

等法違反の是正を図っている。

（2）セクシュアルハラスメントに関する雇用管理上の配慮の徹底

事業主のセクシュアルハラスメントに関する雇用管理上の配慮を徹底するため、男女雇用機

会均等法及び「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべ

き事項についての指針」の内容について一層の周知を図るとともに、措置を講じていない事業

主に対しては行政指導により措置の実施を求めている。

（3）企業における女性の能力発揮のための積極的取組（ポジティブ・アクション）の推進

男女労働者の配置や昇進の状況などに事実上の格差が大きい企業に対して、企業における女

性の能力発揮のための積極的取組（ポジティブ・アクション）を行うよう促すほか、具体的取

組方法についての相談、情報提供等を実施し、企業での取組みを促進している。

また、経営者団体と連携し、厚生労働省及び都道府県労働局ごとに企業のトップや有識者を

メンバーとする女性の活躍推進協議会を開催し、企業トップに対し、ポジティブ・アクション

の取組みを働きかけるとともに、普及のための様々な取組みを行っている。

さらに、ポジティブ・アクションを積極的に推進している企業に対し、公募による「均等推

進企業表彰」を実施しているほか、平成15（2003）年度から個々の企業が事情に応じた目標を

立てる際に活用できるよう、同業他社と比較したその企業の女性の活躍状況や取組内容につい

ての診断が受けられるベンチマーク事業を実施している。
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（4）「女性と仕事の未来館」の運営

女性が働くことを積極的に支援する事業を総合的に展開するための拠点施設として開館した

「女性と仕事の未来館」において、女性の能力発揮のためのセミナーや相談、働く女性に関す

る情報提供を行っているほか、女性起業家に対して、個別相談や女性起業家との交流を含めた

セミナーの開催等各種支援事業を実施している。

3 パートタイム労働対策の推進

就業している母子家庭の母の約４割はパート就業となっているが、厚生労働省では、短時間

労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）及び同法に基づく「事業主が

講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関する指針」（平成5年労働省告示第

118号。以下「指針」という。）に基づき指導等を行っている。

また、労働政策審議会雇用均等分科会において、通常の労働者との均衡を考慮した処遇の考

え方を具体的に指針に示すことにより、その考え方の社会的な浸透・定着を図っていくことが

必要である等の提言を内容とする報告が平成15（2003）年３月に取りまとめられた。その提言

を踏まえ、同年８月に指針の改正を行い、通常の労働者との均衡処遇に向けた考え方を具体的

に示し、また、事業主が講ずるべき措置として正社員への転換に関する条件の整備等新たなも

のを追加した。指針改正により具体的に示された考え方の浸透・定着を図るため、都道府県労

働局等を通じて広報活動、集団説明会を実施し、改正指針の周知徹底に努めている。

4 仕事と家庭の両立支援対策の推進

働きながら子どもを産み育てやすい雇用環境を整備し、仕事と子育ての両立の負担を軽減す

ることが重要となっていることから、以下の施策等を実施した。

（1）育児・介護休業法の施行

育児・介護休業法の円滑な施行を図るため、事業主等に対する集団指導を中心とする行政指

導を実施している。さらに、育児休業の申出又は取得を理由とした不利益な取扱いなどについ

て、労働者から相談があった場合、必要な指導を実施している。

なお、育児休業制度をより利用しやすい仕組みとするため、育児休業・介護休業の対象労働

者の拡大、育児休業期間の延長や子の看護休暇制度の創設等を内容とする育児・介護休業法の

改正案を平成16（2004）年２月、第159回国会に提出した。

（2）ファミリー・フレンドリー企業の普及促進

企業における「仕事と家庭の両立のしやすさ」を示す両立指標の周知・広報を行い、各企業

における活用を図ることにより仕事と家庭とを両立しやすい雇用環境の整備に積極的に取り組

むファミリー・フレンドリー企業に向けた自主的な取組みを促進するとともに、ファミリー・

フレンドリー企業表彰の実施により、その一層の普及促進を図っている。
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（3）フレーフレー・テレフォン事業の推進

育児・介護等を行う労働者を支援するため、育児、介護等の各種サービスに関する相談に応

じるとともに、これらに関する情報を電話やインターネット等により提供している。

（4）育児・介護等のために退職した者に対する再就職支援の推進

育児、介護等のために退職し、将来的に再就職を希望する者に対し、再就職準備に役立つ情

報の提供やセミナーの開催などを行っている。また、再就職準備に関する情報及び育児・介護

サービスに関する情報をインターネットで総合的に提供している。

5 両立支援ハローワーク

全国12か所に設置されている両立支援ハローワークにおいて、母子家庭の母等、育児、家事、

介護等の制約条件を抱えつつ職業に就こうとする者に対し、職業生活と家庭生活との両立が容

易になるよう支援しながら、就業希望登録、離職期間中の職業情報の提供、職業講習、きめ細

やかな職業相談・職業紹介等を行っている。

従来は、職に就いていない者を対象として、就業希望登録をした者に対し、必要な職業情報

等を提供する就業希望登録制度を実施してきたが、平成15（2003）年５月より、その対象者を

拡充し、母子家庭の母等であって、現在、臨時・パートタイムの形態で就業しているが、将来

的に常用雇用者に移行することを希望しているものを追加した。

両立支援ハローワークの相談実績等は、１か月当たり、相談件数は約26,000件、紹介件数は

約25,500件、就職件数は約 3,700件である（厚生労働省職業安定局調べ）。

6 無料職業紹介事業者研修会

母子家庭の母、寡婦等の就職困難者に係る労働力需給調整機能を強化し、就職困難者の再就

職の促進を図るため、就職困難者に対して就職のあっせんを行う無料職業紹介事業者等に対し

研修会を実施している。具体的には、無料職業紹介事業の許可を取得した母子福祉団体や特定

非営利活動法人（NPO法人）等、就職困難者に対して就職のあっせんを行う無料職業紹介事

業者（法人にあっては、その役員）及び紹介業務従事者を対象者とし、（社）全国民営職業紹

介事業協会に委託して、①職業相談（カウンセリング）の実施方法、②民営職業紹介事業をめ

ぐる諸問題について、③就職困難者の態様別の職業紹介方法等といった職業相談・職業紹介に

係るノウハウを提供する無料職業紹介事業者研修会を平成16（2004）年３月に行った。
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第　 節 母子家庭の生活支援に関する施策1
1 母子家庭等日常生活支援事業

母子家庭が安心して子育てをしながら生活することができる環境を整備するため、修学等や

疾病などにより一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、家庭生活支援員を

派遣し、又は家庭生活支援員の居宅等において児童の世話等を行う母子家庭等日常生活支援事

業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県、指定都市及び中核市）であり、費用については、国と

地方公共団体が２分の１ずつ負担している。

なお、この事業の一層の普及・利用促進を図るため、平成14（2002）年の母子及び寡婦福祉

法の改正において、従来の「居宅介護人等事業」という名称を「日常生活支援事業」に改称す

るとともに、事業の実施場所を拡大するなどの改善を図った。

2 子育て短期支援事業

母子家庭等が安心して子育てをしながら働くことができる環境を整備するため、一定の事由

により児童の養育が一時的に困難となった場合に児童を児童養護施設等で預かる短期入所生活

援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（市町村）であり、費用は国と地方公共団体が２分の１ずつ負担している。

（1）短期入所生活援助（ショートステイ）事業

保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育児不安

や育児疲れ、慢性疾患児の看病疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必要な場合に、児童を児

童養護施設等で一時的に預かっている。

（2）夜間養護等（トワイライトステイ）事業

保護者が、仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となり家庭において児童を養

育することが困難となった場合その他緊急の場合において、その児童を児童養護施設等におい

て保護し、生活指導、食事の提供等を行っている。

3 ひとり親家庭生活支援事業

母子家庭等は、児童の養育や健康面の不安など生活の中に多くの問題を抱えている。また、こ

うした家庭の児童は、親との死別、離別という事態に直面し、精神的にも不安定な状況にある。

こうしたことから、生活の中で直面する諸問題の解決や児童の精神的安定を図るため、母子家

庭等の地域での生活について総合的に支援を行うひとり親家庭生活支援事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県及び市町村）であり、費用については、国と地方公共団

体が2分の1ずつ負担している。
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（1）生活支援講習会等事業

母子家庭等は、就労や家事等日々の生活に追われ、育児や母親・児童の健康管理などが十分

に行き届かない面があることから、生活支援に関する講習会を開催している。

（2）健康支援事業

母子家庭等は、健康面において不安を抱えていても働かなければ生活を維持することが困難

な状況にある。こうした負担等が要因となって、体調をくずしたり、親子関係に問題が生じる

などして、生活に困難が生じている場合も少なくないことから、これらの者に対して精神面、

身体面の健康管理についての相談を行っている。

（3）土日・夜間電話相談事業

母子家庭等は、平日や日中に就業や子育てを抱えている上、相談相手を得るのに困難な面が

あることから、比較的時間に余裕のある夜間、休日において気軽に相談でき、適切なアドバイ

スを得ることのできる電話相談を実施している。

（4）児童訪問援助事業

ひとり親家庭の児童は、親との死別・離婚等により心のバランスを崩し、不安定な状況にあ

ることから、心の葛藤を緩和し、地域での孤立化を防ぎ、新しい人間関係を築くなどの援助を

必要としている。

このため、母子家庭等の児童が気軽に相談することのできる児童訪問援助員（ホームフレン

ド）を児童の家庭に派遣し、児童の悩みを聞くなど、生活面の支援を行っている。

（5）ひとり親家庭情報交換事業

母子家庭等になって間もない家庭は、生活環境の変化が著しく、親自身が生活の中で直面す

る問題にひとりで悩み、精神面でも不安定な状況にある。このため、こうした母子家庭等が定

期的に集い、お互いの悩みを打ち明けたり相談し合う場を設けている。

4 子育て支援基金事業による民間団体への助成

民間団体が行う次の母子家庭の生活支援に関する活動について、（独）福祉医療機構（旧社

会福祉・医療事業団）の子育て支援基金より助成が行われた。

（1）母子家庭の自立に向けた支援体制の整備事業（助成先：（財）全国母子寡婦福祉団体協

議会）

地域社会において孤立しがちな母子家庭等に対し、地域において相談に応じ、情報提供を行

うなど、地域とのかかわりの中で母子家庭の支援を行う者を育成するための講習を実施すると

ともに、事業成果を報告書にまとめた。
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（2）母子家庭の子育て支援の有効性に関する調査研究事業（助成先：NPO法人 しんぐるまざ

あず・ふぉーらむ）

母子家庭の子育ての支援を効果的に行うため、母子家庭の子育て支援の実態について調査を

行い、心理面を中心に支援方策の検討のための研究会を開催し、その成果を報告書にまとめた。

（3）離婚に伴う親子関係の再構築に関するセミナー事業（助成先：（社）家庭問題情報センター）

ひとり親家庭の子どもの健全な育成を図るため、離婚後の子の養育に関して、父母が協力関

係を形成できるように、そのノウハウを伝えるためのセミナーを開催するとともに、その成果

を報告書にまとめた。

（4）母子家庭の就業生活を支援するためのバーチャル相談機能の構築事業（助成先：NPO法

人あごら）

母子家庭の自立を支援するため、母子家庭がいつでも、必要な情報や助言を得ることを可能

にするインターネット上の相談機能について検討を行い、試行的に実施した。

5 母子生活支援施設

母子生活支援施設は、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子であって、その者

の監護すべき児童の福祉に欠けるところがあると認められる場合、当該母子を入所させて、必

要な生活指導を行い、社会的に自立させることを目的とする施設である。

母子生活支援施設は、社会福祉法人立のものや地方公共団体立のものがあり、合わせて全国

に284か所ある（平成15年３月末現在）。また、入所理由別の入所状況は次のとおりである（図

表3－1－1）。

図表3-1-1　母子生活支援施設の入所理由別入所状況（平成14年度新規入所） 

入   所   理   由 
 
総数 
 
夫等の暴力 
 
経済的理由 
 
住宅事情   
 
入所前の家庭内環境の不適切 
 
母親の心身の不安定 
 
職業上の理由 
 
その他 

入所世帯数 
 
2,341 

 
1,000 

 
486 
 

446 
 

259 
 

77 
 

12 
 

61 
 

理由別割合 
 
100,0％ 

 
42.7％ 

 
20.8％ 

 
19.1％ 

 
11.1％ 

 
3.3％ 

 
0.5％ 

 
2.5％ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課「平成14年度母子生活支援施設入退所状況調査」 
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（1）母子生活支援施設と就業支援

母子生活支援施設に入所している母子家庭は、配偶者からの暴力の被害者など、母子家庭の

中でも就業自立が容易ではないケースが多いと思われるが、そのような中にあっても入所して

いる母親3,874人のうち74.7％の2,893人が就労し、自立に向けた努力を行っている。雇用形態

については、常用雇用が35.3％、臨時雇用が64.7％となっている（（社福）全国社会福祉協議会

全国母子生活支援施設協議会「全国母子生活支援施設実態調査」（平成14年度））。

平成14（2002）年度には、1,838人が母子生活支援施設を退所している。

なお、無料職業紹介の許可を受けて、施設自ら職業紹介を行う事例もあり、母子生活支援施

設においても、就業による自立に向け積極的に取り組んでいる。

（2）母子生活支援施設の保育機能の充実

保育所に入所できない母子家庭等の児童に対し、母子生活支援施設の保育室に保育士を配置

し、保育サービスを提供することにより、その保護者の就業による自立の支援を行う事業を新

たに創設し、3施設において行っている。

（3）小規模分園型母子生活支援施設の創設

母子生活支援施設に入所している母子の保護については、離婚直後など集中的な支援を必要

とする者がいる一方で、比較的緩やかな生活指導と相談支援等により近いうちに自立が見込ま

れる者もいる。このため、近いうちに自立が見込まれる者について、地域の中の住宅地などに

おいて小規模分園型母子生活支援施設を設け、本体施設と十分な連携の下、自立生活の支援を

重点的に行っている。

平成15（2003）年度の実施施設は、4施設である。

6 居住の安定確保

母子家庭の住居等の状況を見ると、全世帯の持家率が約60％であるのに対し、母子世帯の持

家率は約27％と低く（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」（平成10年）

図表3－1－2）、また平均所得金額は243万５千円となっている（厚生労働省大臣官房統計情報

部「国民生活基礎調査」（平成14年））。住宅は生活の重要な基盤であり、母子家庭等が、安心

して子育てと就業・就業のための訓練との両立が可能となるよう、居住の安定確保を図り、生

活面での支援体制を整備することが重要である。

このため、公共賃貸住宅において以下の施策を講じている。

（1）公営住宅

公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、その居

住の安定を図ることを目的とするものであるが、母子家庭については、公営住宅への入居者の

選考に際し、住宅に困窮する低額所得者の中でも特に住宅困窮度が高い世帯として、事業主体

である地方公共団体の判断により、抽選による当選率を一般の入居希望者より有利に取り扱う

等の優先入居の取扱いを行うことができることとなっている。
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（2）都市基盤整備公団賃貸住宅

都市基盤整備公団が管理する賃貸住宅においても、その募集に際し、満20歳未満の子のいる

母子家庭等に対し、当選率を優遇する措置を行っている。

（3）雇用促進住宅の活用

雇用促進住宅について、平成15（2003）年10月から新たに母子家庭等について、就職若しく

は就職が内定している又は公共職業安定所において求職活動中であること等の条件を満たせ

ば、貸与の対象者としたところである。

なお、民間賃貸住宅においては、入居に際して連帯保証人を確保することが困難である等の

場合であっても、複数の民間事業者によって家賃債務保証が実施されているところである。

図表3-1-2　母子世帯等の住居の状況 

 
 
 
 
 

母子世帯 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」（平成10年） 

（千世帯） 

 

総数
 
 
 
 
954.9 

（100.0％） 

 

持ち家 
 
 
 
253.9 

（26.6％） 

 
 

公営住宅
 

 
 
158.1 

（16.6％） 

 
 

公社・公団 
住宅 
 
29.8 

（3.1％） 

借家等 
 

借家
 
 
 

247.5 
（25.9％） 

 
 
同居
 
 
 
130.2 

（13.6％） 

 
 

その他
 

 
 
120.5 

（12.6％） 

 
 
 
 
 

全世帯 

（千世帯） 

 

総数
 
 
 
 

44,139.9 
（100.0％） 

 

持ち家 
 
 
 

26,467.8 
（60.0％） 

 
 

公営の 
借家 
 
2,086.7 
（4.7％） 

 
 

公社・公団 
の借家 
 
864.3 

（2.0％） 

 
 

民営借家
 

 
 

12,049.8 
（27.3％） 

 
 

給与住宅
 

 
 
1,729.2 
（3.9％） 

借家等 
 
 
同居
 
 
 
156.6 

（0.4％） 

 
 

その他
 

 
 
55.1 

（0.1％） 

資料：総務省統計局「住宅・土地統計調査」（平成10年） 
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保育等第　 節2
1 保育所の整備

保育所の施設整備については、新エンゼルプランに基づき、地域における子育て相談、緊

急・一時保育、延長保育、乳児保育など多様な保育需要に対応できる多機能保育所等を整備す

る（図表3－2－1）とともに、待機児童ゼロ作戦に基づき、待機児童解消を目指した受入れ児

童数の増大を図るための保育所の緊急整備を行っている。

「待機児童ゼロ作戦」においては、平成14（2002）年度から平成16（2004）年度までに計15

万人の受入れ児童数の増大を図ることとされており、待機児童解消のための保育所の創設、増

築や低年齢児の受入れ拡大のための乳児室等の整備や余裕教室等を活用した改築整備の促進、

保育所分園の整備の促進を図っている。

また、新エンゼルプランを踏まえて、老朽化している保育所の改築に併せて、地域における

子育て支援のための子育て支援相談室等の整備、一時保育事業のための保育室等の整備など地

域の実情に応じつつ創意工夫を重ねて、積極的かつ効果的な整備を推進している。

平成15（2003）年度の保育所の施設整備費としては、週２、３日程度又は午前か午後のみ必

要に応じて柔軟な保育サービスを提供する特定保育事業のために保育室等を整備する場合の加

算の創設、公立学校の余裕教室等を保育所に転用する場合と同様に、廃止される公立学校の建

物を保育所に転用する場合に補助対象にするなどの改善を図り、保育所整備の推進を行ってい

る。

2 保育所への優先入所

保育所の入所については、保護者が希望する保育所を選択して市町村に申し込み、定員を上

回る場合には、市町村が定める入所選考基準に基づき選考することになっている。

平成14（2002）年11月の母子及び寡婦福祉法の改正により、市町村が母子家庭等の児童の保

育所への入所選考の際には特別な配慮を行う義務が規定されたことを受け、平成15（2003）年

３月に「保育所の入所等の選考の際における母子家庭等の取扱いについて」（平成15年３月31

日雇児発第0331011号各都道府県、指定都市、中核市民政主管部局長宛厚生労働省雇用均等・

児童家庭局長通知）を通知し、母子家庭等の児童を保育所入所の必要性が高いものとして優先

的に取り扱うことについて特別の配慮を求めたところであり、引き続き周知を図っている。

図表3-2-1　多機能保育所等の整備状況 

年　度 
 
 

予　算 
か所数 

平成15年度 
 

316か所 
 
累計 
1,522か所 

平成14年度 
 

427か所 
 
累計 
1,206か所 

平成13年度 
 

386か所 
 
累計 
779か所 

平成12年度 
 

393か所 
 
計 
393か所 

（注）多機能保育所等の整備とは、老朽保育所の改築及び都市型小規模保育所の整備を含む。 
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3 延長保育

11時間の開所時間の前後の時間において、さらにおおむね30分以上の延長保育を実施する延

長保育事業については、新エンゼルプランに基づき推進を図っているところである。

平成16（2004）年度目標値は10,000か所であるが、市町村の積極的な取組みにより実施か所

数が計画を上回っており、平成14（2002）年度予算において既に平成16（2004）年度目標値と

同数の10,000か所分、272億円の予算を確保した。

また、平成15（2003）年度においても引き続き事業に対するニーズが高く、実施か所数も着

実に増加していることから、対前年度で1,500か所増の11,500か所分、301億円の予算を確保し、

推進を図ることとした（図表3－2－2）。

4 夜間保育

夜間の保育需要への対応を図るため、開所時間がおおむね午前11時から午後10時である保育

所に対して、定員によって定まる保育単価に夜間保育所用加算分保育単価を加算している。

また、保育所地域活動事業において夜間保育所として必要となる経費（１か所当たり年額

150万円）を補助する夜間保育推進事業については、平成15（2003）年度予算において、対前

年度で10か所増の60か所分、３千万円の予算を確保した。

夜間保育所の実施か所数は、平成15（2003）年10月１日現在で、58か所である（図表3－2－3）。

図表3-2-3　夜間保育所の実施か所数 

年　　　度 
 

実施か所数 

平成12年度 
 

46か所 

平成13年度 
 

49か所 

平成14年度 
 

55か所 

平成15年度 
 

58か所 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）平成15（2003）年度については、10月1日現在。 

 

図表3-2-2　延長保育事業の状況 

年　　　度 
 

予　算　額 
 

予算か所数 
 

実施か所数 

平成12年度 
 

175億円 
 

8,000か所 
 

8,052か所 

平成13年度 
 

242億円 
 

9,000か所 
 

9,431か所 

平成14年度 
 

272億円 
 

10,000か所 
 

10,600か所 

平成15年度 
 

301億円 
 

11,500か所 
 
－ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
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5 乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児保育）

子育てと就労の両立を支援するため、病気の回復期にある子どもを保育所や医療機関などに

付設された施設で一時的に預かる乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児保育）を実施してい

る。

この事業については、新エンゼルプランにおいて、平成16（2004）年度までに500市町村で

実施することを目標としており、平成15（2003）年度予算においては、425市町村で実施する

ための予算を計上し、その推進に努めている。

6 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

放課後児童健全育成事業については、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学

しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に児童館、学校の余裕教室などを利用

して適切な遊び及び生活の場を提供するものであり、新エンゼルプラン及び「仕事と子育ての

両立支援策の方針について」（平成13年７月閣議決定）に基づき大都市周辺部を中心に整備し、

平成16（2004）年度までに全国で15,000か所とすることとしている（図表3－2－4）。

放課後児童クラブにおける母子家庭等の優先的利用については、平成15（2003）年３月に

「保育所の入所等の選考の際における母子家庭等の取扱いについて」の通知において、保護者

の就業や求職活動、職業訓練などを行うことができるよう、各放課後児童クラブにおいて優先

的に利用できるよう配慮を求めたところであり、引き続き周知を図っている。

図表3-2-4　放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施か所数 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は各年度5月1日現在のものである。 

年　　　度 
 

実施か所数 

平成12年度 
 

10,994か所 

平成13年度 
 

11,803か所 

平成14年度 
 

12,782か所 

平成15年度 
 

13,698か所 
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第　 節 児童扶養手当1
児童扶養手当は、父と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活を安定させると

ともに自立を促し、児童の福祉の増進を図ることを目的として、その母又は養育者に対して支

給されるものである。

手当額については、受給者の所得（収入から各種控除額を減じたもの。受給者やその児童が

父から養育費を受け取っている場合には養育費の８割相当額を加える。）と扶養親族等の数を

勘案し、全部支給、一部支給、支給停止のいずれかに決まることとなる（図表4－1－1）。

なお、従来の児童扶養手当は、所得に応じて手当額が２段階であったため、収入が増えても、

収入と手当の合計額である総収入額がかえって減少してしまう場合があったが、平成14（2002）

年８月の改正以後は、就労により収入が増えた場合、手当を加えた総収入がなだらかに増えて

いくように、手当額がきめ細かく定められている（図表4－1－2）。

図表4-1-1　所得制限限度額 

扶養親族等の数 
 

 

 

0人 

1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

全部支給の所得 

制限限度額 

 

万円 

19 

57 

95 

133 

171 

209

一部支給の所得 

制限限度額 

 

万円 

192 

230 

268 

306 

344 

382
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母と子ども１人の母子世帯を例にとると、おおむね、収入が130万円（「所得」で57万円）未

満の場合は、全額が支給され、収入が130万円以上で365万円未満（「所得」で57万円以上で230

万円未満）の場合には、一部が支給される。

手当額は、基本的に、消費者物価指数に応じて毎年度改定され、平成15（2003）年度は、全

額支給の場合の月額は42,000円、一部支給の場合の月額は41,990円から9,910円までの10円きざ

みの額であった。第２子については月額5,000円、第３子以降については月額3,000円が加算さ

れる。

児童扶養手当受給者数は、平成16（2004）年１月現在で890,779人である。そのうち、全額

支給されている者は562,878人、一部支給されている者は327,901人である（厚生労働省大臣官

房統計情報部「福祉行政報告例」）。

図表4-1-2　児童扶養手当の給付水準（母と子ども１人の世帯） 

180万円 

0            130

総収入（就労等収入と手当の合計額） 

（万円） 

総 
収 
入 

377万円 
322万円 

280万円 
238万円 

就労等収入 

300 365 　　　　　（万円） 
就労等収入 

250

手 
当 

 
就 
労 
等 
収 
入 

200

月額9,910円 
（年額約12万円） 月額42,000円 

（年額約50万円） 

　 平成15年度 
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第　 節 母子福祉資金貸付金2
母子福祉資金貸付金は、母子家庭の母等が、経済的な自立や児童の就学などで資金の貸付け

が必要となったときに、都道府県、指定都市、中核市により貸し付けられる資金である。

母子福祉資金貸付財源の３分の１を地方公共団体が負担し、３分の２を国が負担している。

平成15（2003）年度の国の予算額は60億3000万円で前年度比21.3％増となっている。

母子福祉資金貸付金の種類は、修学資金、事業開始資金、生活資金など計13種類である（図

表4－2－1）。

資金を借りるに当たっては、保証人は必要であるが、利子は、資金の種類により、無利子の

ものと３％のものがある。償還期間は３年間から20年間である。

母子福祉資金貸付金の貸付実績は、件数が56,466件（平成14年度）で前年度比3.2％増、金額

が22,704,969千円（平成14年度）で前年度比3.8％増となっている。

平成15（2003）年度からは、児童に係る資金（就学支度資金、修学資金、就職支度資金、修

業資金）について、児童本人も資金を借りることができることとした。これにより、児童が資

金を借りる場合には、その母が保証人になることができ、この場合第三者である保証人は不要

となる。

また、就学支度資金の貸付限度額を、私立高校については25万円から30万円に、私立大学に

ついては39万円から45万円に引き上げた。

生活資金については、技能習得期間において、技能習得資金の貸付けを受けていなくても単

独で借りられることとしたほか、技能習得を行っている期間の生活資金の貸付限度額を14万１

千円（平成14年度は10万３千円）に引き上げた。

事業開始資金、事業継続資金については、新たに、貸付けの対象となる母子福祉団体として、

職業紹介事業、第１種、第２種社会福祉事業、労働者派遣事業、信用保証業、カウンセリング

業を行う母子福祉団体も加えたほか、母子家庭の母等が共同して起業する場合にも、426万円

を限度として、経費を借りられることとした。

さらに、技能習得資金については、運転免許取得にかかる貸付限度額を46万円（平成14年度

は45万円）に引き上げた。

加えて、平成14（2002）年８月の児童扶養手当制度の改正により手当額が減少した者に対し

減額分を貸し付ける特例児童扶養資金については、新たに、借受人の中で返済時に生活状況が

改善していないなど一定の条件に該当する場合には条例で定めるところにより減免措置を受け

ることができることとした。
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図表4-2-1　母子福祉資金貸付金の概要 

資金の 
種　類 

貸　付　対　象　等 貸　付　限　度　額 据置期間 償還期限 利　　率 貸付を受ける期間 

修
　
学
　
資
　
金 

事業（例えば洋裁、軽飲
食、文具販売、菓子小売業
等、母子福祉団体につい
ては政令で定める事業）を
開始するのに必要な設備、
什器、機械等の購入資金 
 
 
現在営んでいる事業（母子
福祉団体については政令
で定める事業）を継続する
ために必要な商品、材料等
を購入する運転資金 
 
高等学校、大学、高等専門
学校又は専修学校に就学
させるための授業料、書籍
代、交通費等に必要な資
金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自ら事業を開始し又は会社
等に就職するために必要
な知識技能を習得するため
に必要な資金（例：訪問介
護員（ホームヘルパー）、ワ
ープロ、パソコン、栄養士
等） 
 
事業を開始し又は就職する
ために必要な知識技能を
習得するために必要な資
金 
 
 
 
 
 
 
就職するために直接必要
な被服、履物等及び通勤
用自動車等を購入する資
金 

 2,830,000円 
 
 団体　4,260,000円 
（注）複数の母子家庭の母等が共
同して起業する場合の限度額は
団体貸付の限度額を適用でき
るものとする。 

 
 1,420,000円 
 
 団体  1,420,000円 
 
 
 
高校、専修学校（高等課程）　   

－私立の限度額 
 （自　宅）　　月額　　45,000円 
 （自宅外）　　月額　　52,500円 
 
大学、高等専門学校、専修学校
（専門課程）  

－私立の限度額 
 （自　宅）　　月額　　79,500円 
 （自宅外）　　月額　　94,500円 
専修学校（一般課程） 
  月額　　43,500円 
（注）高等学校、高等専門学校及
び専修学校に就学する児童が
18歳に達した日以後の最初の3
月31日が終了したことにより児童
扶養手当等の給付を受けること
ができなくなった場合、上記の額
に児童扶養手当の額を加算した
額 

 
 【一般】　　月額　　50,000円 
 【特別】　　一括 　600,000円 
 　　　　　　　（12か月相当） 
 
 運転免許　460,000円 
 
 
 
 月額　　50,000円 
 運転免許 　460,000円 
（注）修業施設で知識、技能習得
中の児童が18歳に達した日以
後の最初の3月31日が終了し
たことにより児童扶養手当等の
給付を受けることができなくなっ
た場合、上記の額に児童扶養
手当の額を加算した額 

 
 一般 　100,000円 
 
 運転免許 　320,000円 
 

母子家庭の
母 
 
母子福祉団
体 
 
 
 
母子家庭の
母 
 
母子福祉団
体 
 
母子家庭の
母が扶養す
る児童 
 
父母のない
児童 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
母子家庭の
母 
 
 
 
 
 
 
母子家庭の
母が扶養す
る児童 
 
父母のない
児童 
 
 
 
 
母子家庭の
母又は児童 
 
父母のない
児童 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
就学期間中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
知識技能を習
得する期間中
3年をこえない
範囲内 
 
 
 
 
知識技能を習
得する期間中
3年をこえない
範囲内 

1年 
 
 
 
 
 
 
 
6か月 
 
 
 
 
 
当 該 学 校
卒業後 
 
6か月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
知 識 技 能
習得後 
6か月 
 
 
 
 
 
知 識 技 能
習得後 
6か月 
 
 
 
 
 
 
 
1年 

無利子 
 
 
 
 
 
 
 
無利子 
 
 
 
 
 
無利子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無利子 
 
 
 
 
 
 
 
無利子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無利子 

7年以内 
 
 
 
 
 
 
 
7年以内 
 
 
 
 
 
20年以内 
 
 
専修学校 
（一般課程） 
 
5年以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10年以内 
 
 
 
 
 
 
 
6年以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6年以内 

事
業
開
始
資
金 

事
業
継
続
資
金 

技
能
習
得
資
金 

修
　
業
　
資
　
金 

就
職
支
度
資
金 

（つづく） 
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資金の 
種　類 

貸　付　対　象　等 貸　付　限　度　額 据置期間 償還期限 利　　率 貸付を受ける期間 

医療又は介護（当該医療
又は介護を受ける期間が1
年以内の場合に限る）を受
けるために必要な資金 
 
 
知識技能を習得している
間、医療介護資金を借り受
けて医療若しくは介護を受
けている間、母子家庭にな
って間もない（7年未満）母
の生活を安定・継続する間
（生活安定期間）又は失業
中の生活を安定・継続する
のに必要な生活補給資金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住宅を建設し、購入し、補
修し、保全し、改築し、又は
増築するのに必要な資金 
 
住宅を移転するため住宅
の貸借に際し必要な資金 
 
就学、修業するために必要
な被服等の購入に必要な
資金 
 
 
 
 
 
母子家庭の母が扶養する
児童の婚姻に際し必要な
資金 
 
平成14年7月に児童扶養
手当の支給を受けていた
者であって、申請の際現に
支給を受けている児童扶
養手当の額が平成14年7
月分の児童扶養手当の額
未満であること。（全部停
止を除く。） 

【医療】 　　　 　450,000円 
 

【介護 】　　　 　500,000円 
 
 
 
 【一般】　月額   　103,000円 
 【技能】　月額   　141,000円 

 
（注）生活安定期間の貸付は、配
偶者のない女子となった事由の
生じたときから7年を経過するま
での期間中、月額103,000円、
合計240万円を限度とする。 

　　  また、生活安定期間中の養
育費の取得のための裁判費用
については、1,236 ,000 円
（一般分の12か月相当）を限
度として貸付けることができる。 

 
 
 
 
 
 
 1,500,000円    
  
 
 
 260,000円 
 
 
 小学校 39,500円 
 中学校 46,100円 
 国公立高校 85,000円 
 修業施設等 100,000円 
 私立高校 300,000円 
 国公立大学・短大等 380,000円 
 私立大学・短大等 450,000円 
  
 300,000円 
 
 
 
平成14年7月分の児童扶養手当
の額から、申請の際に現に支給を
受けている児童扶養手当の額を控
除した額。 

母子家庭の
母又は児童
（介護の場
合は児童を
除く） 
 
母子家庭の
母 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
母子家庭の
母 
 
 
母子家庭の
母 
 
母子家庭の
母が扶養す
る児童 
 
父母のない
児童 
 
 
母子家庭の
母 
 
 
母子家庭の
母 

 
 
 
 
 
 
・知識技能を
習得する期
間中3年以内 
・医療又は介
護を受けてい
る期間中1年
以内 
・離職した日の
翌日から1年
以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5年 

6か月 
 
 
 
 
 
知 識 技 能
習得後、医
療若しくは
介 護 終 了
後又は生活
安定期間の
貸付若しく
は失業中の
貸 付 期 間
満了後6か
月 
 
 
 
 
 
 
 
 
6か月 
 
 
 
6か月 
 
 
6か月 
 
 
 
 
 
 
 
6か月 
 
 
 
貸 付 期 間
満了後1年
（貸付を受
けた者が死
亡、児童を
扶養しなく
なった場合
は6か月） 

無利子 
 
 
 
 
 
年3％ 
（医療介護
資金と合わ
せて貸付け
られる場合
及び技能習
得期間中の
貸付につい
ては無利子） 
（注）生活
安 定 期 間
貸付の場合
は、月額2万
円、合計48
万円を超え
ない範囲を
無利子とす
る 
 
年3％ 
 
 
 
年3％ 
 
 
無利子 
 
 
 
 
 
 
 
年3％ 
 
 
 
無利子 

5年以内 
 
 
 
 
 
技能習得 
10年以内 
医療又 
は介護 
5年以内 

生活安 
定貸付 
8年以内 

失業 
5年以内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
6年以内 

特別 
7年以内 

 
3年以内 
 
 
就学 
20年以内 
 
修業 
5年以内 

 
 
 
5年以内 
 
 
 
10年以内 

（つづき） 

（注）償　還：年賦、半年賦、月賦いずれも可能で繰上償還もいつでもできる。 
　　  違約金：年賦、半年賦、月賦いずれの場合でも、その指定日に償還しなかったときは、その翌日から納入した当日までの日

数を計算し、元利金につき年10.75％の違約金が徴収される。 
　　  数字は平成15（2003）年度のものである。 

特
例
児
童
扶
養
資
金 

医
療
介
護
資
金 

生
　
活
　
資
　
金 

住
宅
資
金 

転
宅 

資
金 

就
学
支
度
資
金 

結
婚
資
金 
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第　 節 養育費の確保策3
1 養育費確保の現状

離婚母子家庭のうち養育費の取決めをしている世帯は、35.1％となっている。それ以外の世

帯において養育費の取決めをしていない理由としては、「相手に支払う意思や能力がないと思

った」が最も多く（61.1％）、次いで「取決めの交渉をしたがまとまらなかった」が11.3％、

「取決めの交渉が煩わしい」が6.5％などとなっている。

また、養育費の受給状況については、現在も受給している者が20.8％、受けたことがある者

が16.4％、受けたことがない者が60.1％となっている。養育費を現在も受けている又は一度で

も受けたことがある者の養育費の１世帯当たりの平均額は、月額53,200円である（厚生労働省

雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」（平成10年））。

このように、養育費の確保は必ずしも十分に進んでいない状況にあるが、母子家庭が経済的

に自立し、その児童が健やかに成長するためには、養育費の確保は重要である。

平成14（2002）年11月の母子及び寡婦福祉法の改正（平成15年４月１日施行）においても、

養育費の確保を推進するため、児童を監護しない親は養育費を支払うよう努めるべきこと、児

童を監護する親も養育費を確保できるよう努めるべきこと、国及び地方公共団体は養育費確保

のための環境整備に努めるべきことが規定されたところである。

2 養育費の手引きの作成等

離婚する父母等が養育費の取決めをするためには、いわゆる「養育費の額の相場」を知って

おくことが重要であるが、これまで、そのような相場を平易にまとめたものはなかった。この

ため、司法関係者が簡易迅速な養育費の算定方法を発表したことを受けて、これを母子家庭に

対する相談業務等において活かすべく、平成15（2003）年３月に各地方公共団体に対し通知を

発出して周知を図った。

また、養育費の取決め・確保を促進するため、平成16（2004）年３月には、上記養育費の算

定方法や養育費を徴収するための手続等をまとめた「養育費の手引き」を作成し、相談業務等

において活用されるよう各地方公共団体等に配布したところである。

3 民事執行法の改正

養育費を支払うべき者が任意に支払わない場合、強制執行の手続により養育費を強制的に徴

収する必要があるが、これまでの強制執行制度では、既に支払期限が過ぎている債権について

のみ強制執行の手続を開始することができることとなっていたため、養育費を徴収する者は、

何度も強制執行の手続をとらなければならず、その負担は大きなものであった。

このため、養育費等を強制的に徴収するための強制執行の手続をより利用しやすいものとす

るための民事執行法の改正等を内容とする「担保物権及び民事執行制度の改善のための民法等

の一部を改正する法律案」が国会に提出され、平成15（2003）年７月に成立し、平成16（2004）
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年４月１日から施行されている。

この民事執行法の改正により、養育費など扶養義務等に基づく定期的な債権について、相手

方が期限の到来した分の養育費を支払わない場合において、その給料や賃料等を差し押さえる

ときには、将来の分についてもまとめて強制執行の手続をとることができるようになり、養育

費確保の手続的な負担は軽減されることとなった。

さらに、現在の強制執行制度では、養育費等の金銭債権について、直接強制の方法（債務者

の財産を換価して支払を受ける方法）によることはできるが、間接強制の方法（相手方が履行

しない場合には一定の制裁金を支払うよう裁判所が命じて、履行を心理的に強制する方法）に

よることはできないこととされている。しかし、事案によっては、直接強制の方法がとりづら

く、間接強制の方法が効果的な場合もある。

このため、養育費等について間接強制の方法によることを認めることとする民事執行法の改

正等を内容とする「民事関係手続の改善のための民事訴訟法等の一部を改正する法律案」を、

平成16（2004）年３月、第159回国会に提出した。

4 母子福祉資金貸付金の貸付けの改善

母子家庭の児童についての養育費の確保を促進する観点から、母子福祉資金貸付金の１つで

ある生活資金の貸付けの運用を見直し、平成15（2003）年４月１日より、養育費の確保に係る

裁判に要する費用について、123万６千円を限度として生活資金を一括して借り受けることが

できるようにした。

5 地方公共団体における相談

各地方公共団体において、母子自立支援員等が母子家庭に対し養育費に関する相談に応じて

いるほか、母子家庭等就業・自立支援センター事業の一環として、養育費等の法律相談を行っ

ている。




